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= (54) Title: ESD PROTECTION DEVICE

≡ (54) 発 明の名 称 ：E S D 保 護 装 置

(57) Abstract: Provided i s an ESD protection device naving high operab -
ility. The present invention i s provided with a multilayer substrate 3 in
which a plurality o f insulation layers 3a-3g are laminated, a first discharge
electrode 1 and second discharge electrode 2 each disposed between dif
ferent layers of the multilayer substrate 3, and auxiliary discharge elec
trodes 5 formed between the first discharge electrode 1 and the second

、 discharge electrode 2 , the interiors of which are filled with an auxiliary
discharge substance. The present invention i s configured such that when
the multilayer substrate 3 i s viewed from the lamination direction of the
insulation layers 3a-3g, a plurality, for example, five, auxiliary discharge
electrodes 5 are formea m a discharge electrode redundant section 4 in
which the first discharge electrode 1 and the second discharge electrode 2
overlap.

(57) 要 約 ：動 作 性 が高 い E S D 保 護 装 置 を提 供 す る。 複 数
(B) の 絶 縁 層 3 a ~ 3 g が 積 層 され た 多層 基 板 3 と、 多層 基 板

3 の 異 な る層 間 に それ ぞれ 配 置 され た 第 1 放 電 電 極 1 お よ
び 第 2 放 電 電 極 2 と、 第 1 放 電 電 極 1 と第 2 放 電 電 極 2 と
の 間 に形 成 され 、 内部 に放 電 補 助 物 質 が 充 填 され た放 電 補
助 電 極 5 と、 を備 え、 多層 基 板 3 を絶 縁 層 3 a ~ 3 g の 積
層 方 向 に透 視 した場 合 に 、 第 1 放 電 電 極 1 と第 2 放 電 電 極
2 とが 重 な って い る放 電 電 極 重複 部 4 に 、複 数 、 た と え ば
5 個 の放 電補 助 電極 5 が 形 成 され る よ うに した。



明 細 書

発明の名称 ：E S D保護装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 E S D保護装置に関 し、さらに詳 しくは、動作性が高い E S D

保護装置に関する。

背景技術

[0002] 電子機器においては、 E S D ( E lect ro-Stat i c Di scharge ；静電気放電）

に対する対策が重要である。 E S D とは、帯電 した物体 （人体など）が、他

の物体 （電子機器など）に接触 した場合、あるいは極めて近 くに接近 した場

合に、帯電 した物体か ら他の物体に対 して発生する、激 しい放電現象である

。電子機器に対 して E S D が発生すると、電子機器が損傷 した り、電子機器

が誤作動 した りする場合があるため対策が必要になる。

[0003] 電子機器における E S D対策 として、 巳3 保護装置 （巳3 保護部品）

の使用がある。 E S D保護装置は、 1 対の放電電極 を離間 して対向させた構

造か らな り、電子機器において、たとえば、信号線路 とグラン ド （接地）と

の間に接続 して使用される。

[0004] E S D保護装置は、通常の使用状態では高い抵抗をもっており、信号が信

号線路か らE S D保護装置を介 してグラン ドに流れるこ とはない。 しか しな

が ら、電子機器に対 して E S D が発生 し、信号線路に過大な電圧が加わると

、 E S D保護装置の放電電極間で放電が発生 し、静電気を信号線路か らグラ

ン ドに放出することができる。

[0005] このような E S D保護装置が、特許文献 1 (W O 2 0 1 1 0 9 6 3 3 5

A 1 公報）に開示されている。図 5 に、特許文献 1 に開示された E S D保護

装置 5 0 0 を示す。 E S D保護装置 5 0 0 は、絶縁層 1 0 1 〜 1 0 3 が積層

された多層基板 1 0 4 と、 1個の放電補助電極 （混合部） 1 0 5 と、第 1放

電電極 （面内接続導体） 1 0 6 と、第 2 放電電極 （面内接続導体） 1 0 7 と

を備える。放電補助電極 1 0 5 は、第 1放電電極 1 0 6 と第 2 放電電極 1 0



7 との間に配置されている。

[0006] 放 電補助電極 1 0 5 は、通常の使用状態では高い抵抗 を示すが、第 1 放電

電極 1 0 6 と第 2 放電電極 1 0 7 との間に予め定め られた閾値以上の電圧が

印加 されると、第 1 放電電極 1 0 6 と第 2 放電電極 1 0 7 との間での放電を

誘発する。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：W O 2 0 1 1 0 9 6 3 3 5 A 1 公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] E S D 保護装置の特性 と して、通常使用時に放電や短絡をせず、予め定め

られた閾値電圧を超えた場合 に確実に放電すること、すなわち、動作性が高

いことが求め られる。

[0009] また、 E S D保護装置の特性 と して、放電 しても、放電補助電極などが I

R 劣化 （熱 に伴 う絶縁抵抗劣化）を起 こさず、その後 も使用を継続できるこ

とが求め られる。

[001 0] しか しなが ら、特許文献 1 に開示された E S D保護装置 5 0 0 は、放電補

助電極 1 0 5 が 1 個 しか形成 されていないため、本来あってはな らないこと

ではあるが、放電補助電極 1 0 5 に放電補助物質の充填不足などの欠陥があ

る場合 には、閾値電圧を超えても放電 しない虞があった。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明は、上述 した従来の問題 を解決するためになされたものであ り、そ

の手段 と して本発明の E S D保護装置は、複数の絶縁層が積層された多層基

板 と、多層基板の異なる層間にそれぞれ配置された第 1 放電電極 および第 2

放電電極 と、第 1 放電電極 と第 2 放電電極 との間に形成 され、内部 に放電補

助物質が充填 された放電補助電極 と、 を備え、多層基板 を絶縁層の積層方向

に透視 した場合 に、第 1 放電電極 と第 2 放電電極 とが重なっている放電電極



重複部 に、複数 の放 電補助 電極 が形成 されるように した。

[001 2] 放 電電極重複部 を帯状 に し、複数 の放 電補助 電極 が帯状 の長手方向に並ん

で配置 された もの とすることがで きる。 この場合 には、仮 に 1 個 の放 電補助

電極 が放 電 しな くて も、他 の放 電補助 電極 が放 電するため、動作性 が向上す

る。 この場合 において、複数 の放 電補助 電極 は、 た とえば直線状 に並んで配

置することがで きる。 あるいは、複数 の放 電補助 電極 は、 た とえばジグザ グ

に並んで配置することがで きる。

[001 3] また、放 電電極重複部 において、複数 の放 電補助 電極 が同心状 に配置 され

た もの とすることがで きる。 この場合 には、仮 に 1 個 の放 電補助 電極 が放 電

しな くて も、他 の放 電補助 電極 が放 電するため、動作性 が向上する。 この場

合 において、複数 の放 電補助 電極 は、 た とえば同心 円状 に配置することがで

きる。 あるいは、複数 の放 電補助 電極 は、 た とえば同心角状 に配置すること

がで きる。

発明の効果

[0014] 本発 明の E S D 保護装置 は、仮 に 1 個 の放 電補助 電極 が放 電 しな くて も、

他 の放 電補助 電極 が放 電するため、動作性 が向上 している。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図 1] 図 1 ( A ) および （B ) は、 それぞれ、第 1 実施形態 にかかる E S D 保

護装置 1 0 0 を示す断面図である。 ただ し、 図 1 ( B ) は、 図 1 ( A ) の X

— X 部分 を示 している。

[ 図2] 図 2 は、第 2 実施形態 にかかる E S D 保護装置 2 0 0 を示す断面図であ

る。

[ 図3] 図 3 は、第 3 実施形態 にかかる E S D 保護装置 3 0 0 を示す断面図であ

る。

[ 図4] 図 4 は、第 4 実施形態 にかかる E S D 保護装置 4 0 0 を示す断面図であ

る。

[ 図5] 図 5 は、従来の E S D 保護装置 5 0 0 を示す断面図である。

発明を実施するための形態



[001 6] 以下、 図面 とともに、本発明を実施するための形態 について説明する。

[001 7] なお、各実施形態は、本発明の実施の形態 を例示的に示 したものであ り、

本発明が実施形態の内容 に限定されることはない。 また、異なる実施形態 に

記載 された内容 を組合せて実施することも可能であ り、その場合の実施 内容

も本発明に含 まれる。 また、図面は、実施形態の理解 を助 けるためのもので

あ り、必ず しも厳密 に描画 されていない場合がある。

[001 8] た とえば、描画 された構成要素ない し構成要素間の寸法の比率が、明細書

に記載 されたそれ らの寸法の比率 と一致 していない場合がある。 また、明細

書 に記載 されている構成要素が、図面 において省略されている場合や、個数

を省略 して描画 されている場合な どがある。

[001 9] [ 第 1 実施形態 ]

図 1 ( A ) 、 ( B ) に、第 1 実施形態 にかかる E S D 保護装置 1 0 0 を示

す。ただ し、図 1 ( A ) 、 ( B ) は、 いずれも E S D 保護装置 1 0 0 の断面

図であ り、図 1 ( B ) は図 1 ( A ) の X-X 部分 を示 している。

[0020] E S D 保護装置 1 0 0 は、第 1 放 電電極 1 および第 2 放 電電極 2 が、多層

基板 3 の異なる層間にそれぞれ配置 され、対向 して配置 された構造 を備 える

。図 1 ( B ) に示すように、 E S D 保護装置 1 0 0 を多層基板 3 の積層方向

に透視 した場合 に、第 1 放 電電極 1 と第 2 放 電電極 2 とが重な っている領域

を、放電電極重複部 4 と定義する。本実施形態 においては、放電電極重複部

4 は帯状 を している。

[0021 ] 第 1 放 電電極 1 および第 2 放 電電極 2 は、それぞれ、た とえば、 C u を主

成分 とする金属 によ り形成 されている。

[0022] 多層基板 3 は、絶縁層 3 a 〜 3 g が積層一体化 された構造か らなる。絶縁

層 3 a 〜 3 g は、 た とえば、セラミックによ り形成 されている。本実施形態

においては、絶縁層 3 a 〜 3 g は 7 層か らなるが、層数 は任意であ り 7 層 に

は限 られない。

[0023] 多層基板 3 は、 まず、下か ら順 に、絶縁層 3 a 、絶縁層 3 b 、絶縁層 3 c

が積層 されている。



[0024] 次に、絶縁層 3 c と絶縁層 3 d との層間に、第 2 放電電極 2 が配置されて

いる。

[0025] 絶縁層 3 d の上下主面間を貫通 して、 5 個の放電補助電極 5 が形成されて

いる。 5 個の放電補助電極 5 は、図 1 ( B ) に示すように、帯状の放電電極

重複部 4 の長手方向に直線状に並んで配置されている。各放電補助電極 5 は

、一方面が第 1放電電極 1 に接続され、他方面が第 2 放電電極 2 に接続され

ている。本実施形態においては、放電補助電極 5 の個数を5 個としたが、放

電補助電極 5 の個数は複数であれば任意であり、 2 個以上から4 個以下の個

数、あるいは、 6 個以上の個数であっても良い。本実施形態においては、放

電補助電極 5 の直径を約 1 0 0 mにした。

[0026] 放電補助電極 5 は、絶縁層 3 d の上下主面間を貫通 して形成された貫通穴

に、放電補助物質が充填された構造からなる。放電補助物質は、通常使用時

は絶縁性を示すが、第 1放電電極 1 と第 2 放電電極 2 との間の電圧が予め定

められた閾値電圧を超えた場合に、第 1放電電極 1 と第 2 放電電極 2 との間

に放電を発生させる。

[0027] 放電補助物質は、たとえば、導電性粒子、半導体粒子、無機材料により被

覆された導電性粒子、絶縁性粒子などから選ばれる少なくとも 1個の固形成

分を含んでいる。導電性粒子とは、たとえば、C u 粒子やA g 粒子などであ

る。半導体粒子とは、たとえば、 S i C 、 Z n 〇などの粒子である。無機材

料により被覆された導電性粒子とは、たとえば、 A I 2 〇3粒子が被覆 （コ一

卜）されたC u 粒子やA g 粒子などである。絶縁性粒子とは、たとえば、絶

縁性セラミックなどの粒子である。放電補助電極 5 には、複数の微小な空隙

が分散 して形成されていても良い。

[0028] 次に、絶縁層 3 d と絶縁層 3 e との層間に、第 1放電電極 1 が配置されて

いる。

[0029] さらに、絶縁層 3 e の上に、絶縁層 3 f 、絶縁層 3 g が積層されている。

[0030] 多層基板 3 の両端には、外部電極 6 、 7 が形成されている。外部電極 6 は

第 1放電電極 1 に接続され、外部電極 7 は第 2 放電電極 2 に接続されている



。外部電極 6 、 7 は、たとえば、 C u などを主成分 とする金属により形成さ

れ、表面に N i _ S n などのめっき層が形成されている。

[0031 ] 以上のような構造か らなる E S D保護装置 1 0 0 は、上述 したとおり、第

1放電電極 1 と第 2 放電電極 2 との間に、 5 個の放電補助電極 5 が形成され

ており、第 1放電電極 1 と第 2 放電電極 2 との間の電圧が予め定め られた閾

値電圧を超えた場合に、仮に 1個の放電補助電極 5 が放電 しな くても、他の

放電補助電極 5 が放電する。 したがって、 E S D保護装置 1 0 0 は動作性が

高 く、第 1放電電極 1 と第 2 放電電極 2 との間の電圧が予め定め られた閾値

電圧を超えた場合には、第 1放電電極 1 と第 2 放電電極 との間で確実に放電

が発生する。

[0032] E S D保護装置 1 0 0 は、たとえば、次の方法で製造することができる。

[0033] ( 1 ) セラミックグ リーンシ一 卜の作製

絶縁層 3 a 〜 3 g を形成するためのセラミックグ リーンシ一 卜を作製 した

[0034] セラミック材料には、 B a 、 A l 、 S i を中心 とした組成か らなる材料 （B

A S 材）を用いた。 まず、各素材を所定の組成になるよう調合、混合 し、 8 0

0 〜 1 0 0 0 °C で仮焼 した。次に、得 られた仮焼粉末を、ジルコ二アポ一ル

ミルで 1 2 時間粉砕 し、セラミック粉末を得た。次に、得 られたセラミック

粉末に、 トル エ ン ェ キネンなどの有機溶媒を加え混合 した。さらにバ イ ン

ダ一、可塑剤を加え混合 してセラミックスラ リ一を得た。

[0035] 次 に、得 られたセラミックスラ リーを、 ドクタープレー ド法により成形 し

、厚さ 1 O m と 5 0 斗 m のセラミックグ リー ンシ一 卜を得た。厚さ 1 0

mのセラミックグ リーンシ一 卜は、放電補助電極 5 が形成される絶縁層 3 d

を形成するためのものであ り、厚さ 5 O m のセラミックグ リーンシ一 卜は

、その他の絶縁層 3 a 〜 3 c 、 3 e 〜 3 g を形成するためのものである。

[0036] なお、 これ らのセラミックグ リーンシ一 卜は、多数個の E S D保護装置 1

0 0 を一括 して作製するためのマザ一シ一 卜であ り、後の工程で個々の素子

に分割される。



[0037] ( 2 ) 放電電極用導電性ペース 卜の作製

第 1放電電極 1 および第 2 放電電極 2 を形成するための導電性ペース トを

作製 した。

[0038] 具体的には、平均粒径 1 m のC u 粉末 4 0 重量％と、平均粒径 3 m の

C u 粉末 4 0 重量％と、ェチルセル ロースをタ一 ビネオールに溶解 して作製

した有機 ビヒクル 2 0 重量％とを調合 し、三本 ロールにより混合することに

より、放電電極用導電性ペース トを作製 した。

[0039] ( 3 ) 放電補助物質の作製

放電補助電極 5 を形成するための放電補助物質ペース トを作製 した。

[0040] 具体的には、 C u 粉末か らなるコアにA I 2 0 3粉末がシェル として被覆 （

コ一 卜）された平均粒径約 2 斗 mのコア/ シェル粉 と、 B a 、 A l 、 S i を

中心 とした組成か らなる平均粒径 6 mのセラミック粉 とを、 7 0 体積％ ：3

0 体積％の割合で調合 し、バインダー樹脂 と溶剤を添加 し、三本 ロールで撹

拌、混合 して、放電補助電極用の混合べ一ス トを得た。なお、 コア/ シ ェル

粉およびセラミック粉 と、ェチルセル ロースなどか らなるバインダ一樹脂お

よび溶剤 との割合は、 8 0 体積％ ：2 0 体積％とした。

[0041 ] 本実施形態においては、上述のように、 C u 粉末か らなるコアにA I 2 0 3

粉末がシェル として被覆されたコア/ シェル粉 と、セラミック粉 とを、 7 0

体積％ ：3 0 体積％の割合で調合 している。 このコア/ シェル粉 とセラミツ

ク粉 との調合割合は、放電補助物質の放電誘発性に影響を与える。すなわち

、 コア/ シェル粉の割合を大きくすれば、放電誘発性が高 くな り、相対的に

低い電圧で放電する。一方、 コア/ シェル粉の割合を小さくすれば、放電誘

発性が低 くな り、相対的に高い電圧でなければ放電 しない。 コア/ シェル粉

に代えて、導電性粉や半導体粉を使用 した場合 も、導電性粉や半導体粉の割

合を大きくすることにより放電誘発性が高 くな り、導電性粉や半導体粉の割

合を小さくすることにより放電誘発性が低 くなる。

[0042] ( 4 ) 外部電極用導電性ペース 卜の作製

外部電極 6 、 7 を形成するための導電性ペース トを作製 した。



[0043] 具体的には、平均粒径が約 のC u 粉末を8 0 重量％と、転移点が 6 2

0 °C、軟化点が 7 2 0 °Cで平均粒径が約 1 斗のホウケィ酸アル力リ系ガラス

フリツ卜を5 重量％と、ェチルセルロースをタ一ビネオールに溶解 して作製

した有機 ビヒクルを 1 5 重量％とを調合 し、三本ロールにより混合すること

により、外部電極用導電性ペース トを作製 した。

[0044] ( 5 ) 貫通穴の形成および放電補助物質ペース 卜の充填

絶縁層 3 d に放電補助電極 5 を形成するため、セラミックグリーンシ一 卜

に加工を施 した。

[0045] 具体的には、まず、厚さ 1 O m のセラミックグリーンシ一 卜に対 し、た

とえば機械加工やレーザ一加工により、直径 1 0 0 斗 m の貫通穴を形成 した

。貫通穴の個数は、 1個の E S D保護装置 1 0 0 ごとに5 個とした。

[0046] なお、放電補助電極 5 が形成された絶縁層 3 d の厚さが小さいほど、 E S

D保護装置は動作性が良くなり、低い電圧で放電する。そこで、本実施形態

においては、絶縁層 3 d の厚さを、他の絶縁層 3 a 〜 3 c 、 3 e 〜 3 g より

も小さいものとし、絶縁層 3 d 用に厚さ 1 O m のセラミックグリーンシ一

卜を使用 した。

[0047] 次に、絶縁層 3 d 用のセラミックグリーンシ一 卜に形成された貫通穴に、

上述 した放電補助物質ペース トを充填 して乾燥させた。

[0048] ( 6 ) 放電電極用導電性ペース 卜の印刷

貫通穴に放電補助物質ペース 卜が充填された絶縁層 3 d 用のグリーンシ一

卜上に、第 1放電電極 1 を形成するために、上述 した放電電極用導電性べ一

ス トを所望の形状にスクリーン印刷 した。同様に、絶縁層 3 c 用のグリーン

シー ト上に、第 2 放電電極 2 を形成するために、上述 した放電電極用導電性

ペース 卜を所望の形状にスクリーン印刷 した。

[0049] ( 7 ) セラミックグリーンシ一 卜の積層 圧着

絶縁層 3 a 〜 3 g 用のセラミックグリーンシ一 卜を順番に積層 し、圧着 し

、未焼成のマザ一積層体を作製 した。上述 したとおり、絶縁層 3 d 用のセラ

ミックグリーンシ一 卜の厚さが 1 0 m 、その他の絶縁層 3 a 〜 3 c 、 3 e



〜 3 g 用のセラミックグ リー ンシ一 卜の厚 さがそれぞれ 5 0 m であ り、未

焼成 のマザ一積層体の厚 さは約 0 . 3 m m にな った。

[0050] ( 8 ) 個 々の積層体へのカ ッ ト

未焼成 のマザ一積層体 を、縦 1 . O m m、横 0 . 5 m m の個 々の積層体 に

カ ツ 卜した。

[0051 ] ( 9 ) 焼成

未焼成 の個 々の積層体 を、 N 2雰囲気 において、所定の焼成 プロファイルで

焼成 し、個 々の多層基板 3 を作製 した。 なお、焼成雰囲気は、大気雰囲気で

あ って も良い。

[0052] ( 1 0 ) 外部 電極 の形成

多層基板 3 の両端 に、外部 電極 6 、 7 を形成 した。具体的には、 まず、多層

基板 3 の両端 に、外部 電極 用導 電性べ一ス トを塗布 し、焼付 けた。続 いて、

その上 に、 電解め つきによ り、 N i _ S n め っき層 を形成 した。

[0053] 以上 によ り、第 1 実施形態 にかかる E S D 保護装置 1 0 0 が完成 した。

[0054] な お、上記製造方法 においては、多層基板 3 (絶縁層 3 a 〜 3 g ) に用 い

るセラミック材料 と して、 B a 、 A l 、 S i を中心 と した組成 か らなる材料 （

B A S 材）を用いたが、 セラミック材料 の種類 は任意であ り、上記の ものには

限 られない。 た とえば、 セラミック材料 と して、 A l 2 〇 3、 コ一デ イエライ

卜、 厶ライ ト、 フォ レステ ライ ト、 C a Z r 〇 3 な どにガラスな どを加 えた L

T C C (Low Temperature Co-f i red Ceram i cs ；低温焼結セラミック）材料や

、 A I 2 〇 3、 コ一デ イエライ 卜、 厶ライ ト、 フォ レス トライ トな どの H T C

C ( H i gh Temperature Co- f i red Ceram i cs ；高温焼結セラミック) 材料 や、

フェライ 卜材料や、誘電体材料や、樹脂材料 な どを使用 して も良い。

[0055] また、放 電電極 や外部 電極 の主成分 となる金属 も、 C u には限定 されず、

A g 、 P d 、 P t 、 A l 、 N i 、 W や、 これ らの組合せであ って も良い。 た

だ し、熱伝導率 が高い金属が好 ま しく、 その観点か らは、 C u 、 A g が好 ま

しい。

[0056] また、放 電補助物質 は、無機材料 によ り被覆 された導 電性粒子 （C u 粉末



か らなるコアにA I 2 0 3粉末がシェル として被覆されたコア/ シェル粉）と

絶縁性粒子 （セラミック粉）の組合せには限 られず、導電性粒子、半導体粒

子、無機材料により被覆された導電性粒子、絶縁性粒子などの中か ら、任意

に選んだ、 1 つ、 または、複数の組合せにより構成することができる。 また

、放電補助物質ペース 卜に、予めアク リル樹脂 ビーズなどの高温により消失

するビーズを含有させておき、放電補助電極 5 に、複数の微小な空隙を分散

して形成 しても良い。

[0057] 本発明の有効性を確認するために、以下の実験をおこなった。

[0058] [ 実験例 1 ]

実施例にかかる試料 として、第 1 実施形態の E S D保護装置 1 0 0 を 4 0

0 個用意 した。

[0059] 比較例にかかる試料 として、第 1 実施形態の E S D保護装置 1 0 0 か ら、

4 つの放電補助電極 5 を取 り除き、放電電極重複部 4 の中央部分に 1個の放

電補助電極 5 のみを形成 した E S D保護装置を4 0 0 個用意 した。比較例の

E S D保護装置の他の部分の構成は、第 1 実施形態にかかる E S D保護装置

1 0 0 と同 じに した。放電補助電極 5 の直径は、実施例 も比較例 も約 1 0 0

µ , mでめる。

[0060] 実験例 1 では、印加する E S D の電圧を変化させて、動作率を調べた。印

加する E S D の電圧は、 2 . O k V 、 3 . O k V 、 4 . 0 k V 、 5 . 0 k V

の 4 種類 とし、各試料の個数は 1 0 0 個 とした。具体的には、 I E C 規格 （

I E C 6 1 0 0 0 - 4 - 2 ) に従い、接触放電によりE S D を印加 し、各電

圧での動作率を調べた。

[0061 ] 実施例および比較例の動作率を表 1 に示す。なお、表 1 には、動作率が、

1 0 %未満の場合を 「X 」、 1 0 %以上、 6 0 %未満の場合を 「△ 」、 6 0

%以上、 8 0 %未満の場合を 「〇」、 8 0 %以上の場合を 「◎ 」で示 した。

[0062]



[表 1]

(動作率 x :0〜10% 厶：10~60% 〇：60〜80% ©:80 〜100%)

[0063] 表 1 から分かるように、実施例は、 2 . 0 k V で 6 0 %以上、 8 0 %未満

の動作性を示 し、 3 . 0 k V 以上の電圧になると8 0 %以上の高い動作性を

示 した。これに対 し、比較例では、 2 . O k V および 3 . O k V で、 1 0 %

以上、 6 0 %未満の低い動作性を示 した。

[0064] 実施例の E S D保護装置は、放電補助電極が 5 個形成されており、仮に 1

個の放電補助電極が放電 しなくても、他の放電補助電極が放電 したものと考

えられる。

[0065] 以上より、本発明の有効性が確認できた。

[0066] [ 第 2 実施形態]

図 2 に、第 2 実施形態にかかるE S D保護装置 2 0 0 を示す。ただ し、図

2 は、 E S D保護装置 2 0 0 の断面図であり、図 1 ( B ) と同様に、絶縁層

3 d 部分を示 している。

[0067] 図 1 ( A ) 、 （B ) に示 した第 1実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0

では、帯状の放電電極重複部 4 に5 個の放電補助電極 5 を直線状に並べて配

置 したが、 E S D保護装置 2 0 0 では、帯状の放電電極重複部 4 に5 個の放

電補助電極 1 5 をジグザグ状に並べて配置 した。 E S D保護装置 2 0 0 の他

の部分の構成は、第 1実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0 と同じにした



[0068] E S D保護装置 2 0 0 は、 E S D保護装置 1 0 0 に比べて、放電補助電極

1 5 同士の間隔が大きくなつているため、セラミックグ リーンシ一 卜に放電

補助電極 1 5 を形成するための貫通穴を形成する工程が容易になっており、

不良品率 も低 くなつている。

[0069] [ 第 3 実施形態 ]

図 3 に、第 3 実施形態にかかる E S D保護装置 3 0 0 を示す。ただ し、図

3 は、 E S D保護装置 3 0 0 の断面図であ り、図 1 ( B ) と同様に、絶縁層

3 d 部分を示 している。

[0070] 図 1 ( A ) 、 （B ) に示 した第 1 実施形態にかかる E S D保護装置 1 0 0

では、帯状の放電電極重複部 4 に 5 個の放電補助電極 5 を直線状に並べて配

置 した。 これに対 して、 E S D保護装置 3 0 0 では、 E S D保護装置 1 0 0

よりも、第 1放電電極 1 1 、第 2 放電電極 1 2 、放電電極重複部 1 4 の幅を

大きくした。そ して、放電電極重複部 1 4 に、 1 7 個の放電補助電極 2 5 を

同心円状に配置 した。なお、各放電補助電極 2 5 の直径は約 5 0 斗m と した

。 E S D保護装置 3 0 0 の他の部分の構成は、第 1 実施形態にかかる E S D

保護装置 1 0 0 と同 じに した。

[0071 ] E S D保護装置 3 0 0 は、 E S D保護装置 1 0 0 に比べて、放電補助電極

2 5 の個数が増やされているため、仮に 1個の放電補助電極 2 5 で放電が発

生 しな くても、他の放電補助電極 2 5 でより確実に放電が発生する。

[0072] [ 第 4 実施形態 ]

図 4 に、第 4 実施形態にかかる E S D保護装置 4 0 0 を示す。ただ し、図

4 は、 E S D保護装置 4 0 0 の断面図であ り、図 1 ( B ) と同様に、絶縁層

3 d 部分を示 している。

[0073] E S D保護装置 4 0 0 では、図 3 に示 した第 3 実施形態にかかる E S D保

護装置 4 0 0 に変形を加えた。

[0074] 図 3 に示 した第 1 実施形態にかかる E S D保護装置 3 0 0 では、放電電極

重複部 1 4 に、 1 7 個の放電補助電極 1 5 を同心円状に配置 した。 これに対

し、 E S D保護装置 4 0 0 では、放電電極重複部 1 4 に、 2 5 個の放電補助



電極 3 5 を同心角状 （同心四角状）に配置 した。 E S D保護装置 4 0 0 の他

の部分の構成は、第 3 実施形態にかかるE S D保護装置 3 0 0 と同じにした

[0075] 巳3 保護装置 4 0 0 は、 E S D保護装置 3 0 0 に比べて、放電補助電極

3 5 の個数が増やされているため、仮に 1個の放電補助電極 3 5 で放電が発

生 しなくても、他の放電補助電極 3 5 でさらに確実に放電が発生する。

[0076] 以上、第 1実施形態〜第4 実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0 〜4 0

0 について説明 した。 しか しながら、本発明が上述 した内容に限定されるこ

とはなく、発明の趣旨に沿って、種々の変更を加えることができる。

[0077] たとえば、第 1実施形態〜第4 実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0 〜

4 0 0 においては、多層基板 3 (絶縁層 3 a 〜 3 g ) がセラミックにより形

成されているが、多層基板 3 の材質は任意であり、たとえば樹脂により形成

されていても良い。

[0078] また、第 1実施形態〜第4 実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0 〜4 0

0 においては、多層基板 3 を 7 層の絶縁層 3 a 〜 3 g により形成されている

が、絶縁層の層数は任意であり、 7 層より少なくても良いし、 7 層より多 く

ても良い。

[0079] さらに、上述 したとおり、放電補助物質の構成も任意であり、第 1実施形

態〜第4 実施形態にかかるE S D保護装置 1 0 0 〜4 0 0 において適用 した

構成内容には限定されない。

符号の説明

[0080] 1、 1 1 . . . 第 1放電電極

2 、 1 第 2 放電電極

3 多層基板

3 a 〜 3 g 絶縁層

4 、 1 4 放電電極重複部

5 、 1 5 、 2 5 、 3 5 - 放電補助電極

6、 7 外部電極
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請求の範囲

複数の絶縁層が積層 された多層基板 と、

前記多層基板の異なる層間にそれぞれ配置 された第 1 放 電電極 およ

び第 2 放 電電極 と、

前記第 1 放 電電極 と前記第 2 放 電電極 との間に形成 され、 内部 に放

電補助物質が充填 された放電補助電極 と、 を備 えた E S D 保護装置で

あ って、

前記多層基板 を前記絶縁層の積層方向に透視 した場合 に、前記第 1

放 電電極 と前記第 2 放 電電極 とが重な つている放電電極重複部 に、複

数の前記放電補助電極 が形成 されている E S D 保護装置。

前記放電電極重複部が帯状であ り、複数の前記放電補助電極 が前記

帯状の長手方向に並んで配置 されている、請求項 1 に記載 された E S

D 保護装置。

複数の前記放電補助電極 が前記帯状の前記放電電極重複部の長手方

向に、直線状 に並んで配置 されている、請求項 2 に記載 された E S D

保護装置。

複数の前記放電補助電極 が前記帯状の前記放電電極重複部の長手方

向に、 ジグザグ状 に並んで配置 されている、請求項 2 に記載 された E

S D 保護装置。

前記放電電極重複部 において、複数の前記放電補助電極 が同心状 に

配置 されている、請求項 1 に記載 された E S D 保護装置。

前記同心状が同心 円状である、請求項 5 に記載 された E S D 保護装

置。

前記同心状が同心角状である、請求項 5 に記載 された E S D 保護装
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